学校給食の実施にあたり、栄養教職員の複数校担当の解消、共同調理場方式下での受配校での栄養教職員の確保などによる共同調理場の栄養教職員の業務負担軽減、新たに給食を実施する場合の必要な栄養教職員の確保などによる他校栄養教職員の業務負担軽減をはじめ、栄養教職員の業務負担の軽減方策を講じることに関する項目
栄養教諭・学校栄養職員の定数改善については、これまでも様々な機会を通じて国に対し要望をしてきたが、引き続き要望してまいりたい。

また、中学校給食の運営については、学校給食の実施主体である市町村が、各市町村の議会等での議論を踏まえ、市町村として最もふさわしい実施方法を決定したものであり、その内容については尊重すべきものと考えている。

加配措置をしている学校に対しては学校訪問を行っているが、その際にも校内体制の整備や、市町村教育委員会のサポート体制等について、必要に応じて指導・助言を行っている。
栄養教諭・学校栄養職員については、義務標準法による定数を基礎として、本府の定数状況を勘案の上、配置している。

　文部科学省では、平成27年度概算要求において、共同調理場における栄養教諭等の配置充実として、配置基準の引き下げを含む、新たな定数改善計画（案）を策定するとともに、初年度分として、教育の質の向上やチーム学校の推進等に必要な2,760人の定数改善を計上したところ。府教育委員会としましては、引き続き、今後の国の動きを注視するとともに、教職員の定数改善が図られるよう求めていく。

　今後とも、栄養教諭等定数の確保に努めるとともに、適正な定数管理に努め、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでいく。
　臨時技師で「栄養教諭免許状」所持者には教育職給料表を適用するなど、臨時技師が不利益をうけないような措置を講じることに関する項目
栄養教諭の代替者は、栄養士である学校栄養職員を臨時技師として任用しているところ。

給与条例において、栄養士の給料表は医療職給料表（二）と定められており、要求に応じることは困難。

食物アレルギーを有する子どもへの対応について、栄養教職員の業務負担の軽減を図り、食物アレルギーへの初期対応についてはすべての教職員が対応できるようにするなど、栄養教職員の業務負担軽減に取り組むことに関する項目
食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、文科省からの通知を受け、平成26年３月に再度、公益財団法人日本学校保健会発行の「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」の内容について、周知徹底し緊急対応に努めるよう、通知をしたところ。

今後とも本ガイドラインに基づき、各地域の実情も踏まえ対応していくよう、指導していきたい。

食物アレルギーに関する研修については、７月に大阪府学校保健会と共催で学識経験者による講演や実演による研修会を実施したほか、６月に実施した学校給食主管課長会議や学校給食担当者連絡会において、あらためて周知を図ったところ。また、12月には小中学校の学校給食担当者等を対象に、講演会を実施したところ。
現行の「評価・育成システム」について、栄養教職員の業務内容について評価者の理解を得るのが難しい中、賃金反映が行われるのは不公平であり、制度本来の目的・趣旨をゆがめる、評価結果の給与への反映をやめることに関する項目
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、給食センター（共同調理場）を含め、学校現場における教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

　評価者の評価に対する理解を深め、評価・育成能力の向上を図るため、評価・育成者研修を実施しているが、研修では学校栄養職員の演習事例を作成するなど、実践的な事例研修に向けた取り組みを行うこととしている。

　評価結果の給与等への反映については、平成19年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、また、皆さま方との協議を踏まえ、平成24年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。
妊娠時の職務軽減措置について、母性保護の観点からも栄養教職員にも適用することに関する項目
妊娠時の職務の軽減措置を図ることは、現状では困難。
教員免許更新講習の実施時期、実施予定校など、府教委のもつ更新講習に関する情報について、できる限り早期に大阪教組に情報提供等を行うなど、更新講習受講対象となる栄養教職員の業務に支障が生じないよう配慮することに関する項目
栄養教諭向け教員免許更新講習の開設情報につきましては、今年度の開設状況が文部科学省ホームページにおいて広く一般に公表されており、来年度の開設大学、時期等の参考にしていただけるものと考えている。

府教育委員会としても、開設状況・開設予定の情報を可能な限り早期に把握し、更新講習についての問い合わせや相談の際にお知らせできるよう努めているところ。
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